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2023年12⽉期 通期エグゼクティブサマリー

l売上総利益は4Qは前年同Q⽐でプラス成⻑に反転するも通期では前年⽐▲7.4％、
214.8億円に

lコスト削減により販管費は前年⽐▲5.9億円減の201億円となり、営業利益は13.0
億円（修正後業績予想⽐2.6倍）に

lオフィス移転、早期希望退職プログラムの実施、経営統合時ののれんの期末再評
価等により特損として39.5億円を計上

3

lテレシーのグロス売上⾼が過去最⾼の78.9億円となり前年⽐25%の成⻑

l東銀座オフィスと渋⾕オフィスの2拠点を集約し、⻁ノ⾨新オフィスへ移転

lサステナビリティ経営を推進し、D&I領域で複数の認定獲得や受賞
（えるぼし認定「３つ星」、D&l AWARD「ベストワークプレイス」、PRIDE指標2023「ゴールド」）

業績

トピックス
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単位：百万円 2022年 2023年

実績 業績予想
（8⽉10⽇修正開⽰）

実績
（2⽉5⽇修正開⽰）

業績予想⽐
（8⽉10⽇修正開⽰）

売上⾼ 25,940 24,200 24,111 -0.4%

売上総利益 23,189 - 21,480 -

販売管理費 20,771 - 20,178 -

営業利益 2,418 500 1,301 +160.4%

当期純利益 3,035 -1,600 -2,360 -

EBITDA※ 6,093 700 1,163 +66.3%

2023年12⽉期 通期業績

4
※ EBITDA⮵䣕ַ⯥٬爑䌕٬⯥׀⨑ⷋ⯥⮵沟爑ꄋ璡鐧丝⯥䎎僿硾⮵沟䶹䣕⮵䕛峎❫⨑ⷋ鞝⨑ⷋ鞝׿ס؆⨑ⷋ鞝㍾㲊鞲榤ꢜⷋ䮇峎䮇䮇㜊⯥峚ꄋ鍐❫䮇
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2023年12⽉期 通期セグメントサマリー
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予約型広告の落ち込み等により前年⽐で減収減益

YonY -10.2%

セグメント売上⾼

169.1億円

デジタルマーケティング事業

YonY -59.4%

セグメント営業利益

13.6億円

広告宣伝費等の抑制により前年⽐で⼤きく増益

YonY +1.2%

セグメント売上⾼

71.8億円

インターネット関連サービス事業

YonY +9.1億円

セグメント営業利益

5.6億円

※セグメント営業利益は、のれん等調整項⽬があるため、合計が全社営業利益とは⼀致しません
※2023年1⽉のセグメント変更に伴い、過去に遡及して修正
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5,498
5,682 5,568

5,213

6,736

6,241

5,584 5,608
5,755 5,722

4,943 4,916

5,897

1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖

2020䇗 2021䇗 2022䇗 2023䇗

連結売上総利益 推移

単位：百万円

売上総利益（撤退済み事業除く）

第4四半期 売上総利益

58.9億円

通期 売上総利益

214.8億円

YonY -7.4%

売上総利益（撤退済み事業）

YonY +2.5%（撤退済み事業含む）

YonY +5.8%（撤退済み事業除く）

YonY -6.4%

6

YonY + 5.8%

（撤退
済み事

業除く
）

（撤退済み事業含む）

（撤退済み事業除く）
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2020年 2021年 2022年 2023年

連結販売管理費 推移

単位：百万円

7

第4四半期 販売管理費

48.7億円

決算インセンティブ外注費システム関連費

広告宣伝費及び販売促進費その他⼈件費

通期 販売管理費

201.7億円 YonY -2.9%

YonY -9.7%

YonY -9.7%
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24.7%

4.2% 5.0% 6.3%

11.0%

-8.0%

0.9%

17.4%

1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖

2020䇗 2021䇗 2022䇗 2023䇗

連結営業利益 推移

単位：百万円

営業利益

8

オペレーティング・マージン（%）

第4四半期 営業利益

10.2億円Yon
Y +18

3%

通期 営業利益

13.0億円

YonY +183.9%

YonY -46.2%



C
A

R
TA

 H
O

LD
IN

G
S Inc.

従業員数/離職率/eNPS

9

中途採⽤抑制により従業員数は減少。早期希望退職者を含む12⽉末の退職者105名は、2024年1Qに反映
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従業員数※1） ・年間離職率（※2）推移 eNPS （※3）推移

※1 従業員数は各四半期末⽇時点の⼈数
※2 離職率は直近⼀年間の従業員数に基づき算出
※3：eNPSとは「親しい知⼈や友⼈にあなたの職場をどれくらい勧めたいか」を尋ね、「職場の推奨度」を数値化したもの。0に近いほど良いとされ、平均値は-50から-55。
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連結損益計算書
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単位：百万円 2022年 2023年 増減率

売上⾼ 25,940 24,111 -7.1%

売上総利益 23,189 21,480 -7.4%

販売管理費 20,771 20,178 -2.9%

営業利益 2,418 1,301 -46.2%

営業外収益 698 669 -4.1%

営業外費⽤ 79 173 +116.8%

経常利益 3,036 1,798 -40.8%

特別利益 2,017 51 -97.4%

特別損失 355 3,956 +1,012.5%

税⾦等調整前当期純利益 4,698 -2,105 -

親会社株主に帰属する
当期純利益 3,035 -2,360 -

EBITDA※ 6,093 1,163 -80.9%

※ EBITDA⮵䣕ַ⯥٬爑䌕٬⯥׀⨑ⷋ⯥⮵沟爑ꄋ璡鐧丝⯥䎎僿硾⮵沟䶹䣕⮵䕛峎❫⨑ⷋ鞝⨑ⷋ鞝׿ס؆⨑ⷋ鞝㍾㲊鞲榤ꢜⷋ䮇峎䮇䮇㜊⯥峚ꄋ鍐❫䮇

2022年営業利益以下の主な内訳

営業外収益 698百万円

賃貸解約
関係収⼊ 283

為替差益 157

持分法による
投資利益 103

2023年営業利益以下の主な内訳

特別利益 2,017百万円

投資有価証券
売却益 1,221

持分変動利益 680

関係会社株式
売却益 116

営業外収益 669百万円

出資分配⾦ 291

受取利息及び
配当⾦ 147

為替差益 104

特別損失 3,956百万円

オフィス移転関連費
⽤（旧オフィス資産
の減損損失、重複家
賃）

1,672

経営統合のれん等
の減損損失 1,463

早期希望退職者募集
に伴う特別退職⾦ 519
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連結貸借対照表
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単位：百万円 2023年12⽉末 2022年12⽉末 増減 2023年9⽉末 増減

流動資産 37,669 38,364 -695 32,778 +4,890

うち現⾦及び預⾦ 13,528 16,101 -2,573 14,196 -668

固定資産 12,194 12,075 +118 12,649 -455

総資産 49,863 50,440 -577 45,427 +4,435

流動負債 25,704 21,841 +3,862 19,467 +6,237

固定負債 325 1,127 -801 954 -628

純資産 23,833 27,471 -3,638 25,005 -1,172

負債及び純資産 549,863 50,440 -577 45,427 +4,435

現⾦及び預⾦は135億円、⾃⼰資本⽐率47.2%と⼗分な財務基盤に
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2024年12⽉期 通期業績⾒通し

22,927 22,487 

25,821 25,940 

24,111 24,000 

3,082 
3,463 

4,973 

2,418 

1,301 
1,500 

2019䇗 2020䇗 2021䇗 2022䇗 2023䇗 2024䇗◀䘶 ٬٬٬٬٬٬ ٬٬٬٬٬٬ 202x䇗

営業利益

売上⾼

単位：百万円

成⻑
軌道
へ

経営統合後、経営基盤の整備や新規事業⽴ち上げ、
事業の構造改⾰などを推進。2023年度の営業利益
をボトムに、⾼い成⻑と企業価値向上を図る。

YonY -0.5%売上⾼ 240億円
YonY +15.2%営業利益 15億円

13
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単位：百万円 2023年12⽉期
実績

2024年12⽉期
業績予想 前年⽐

売上⾼ 24,111 24,000 -0.5%

売上総利益 21,480 21,500 +0.1%

販売管理費 20,178 20,000 -0.9%

営業利益 1,301 1,500 +15.2%

当期純利益 -2,360 800 -

EBITDA※ 1,163 2,300 +97.6%

2024年12⽉期 通期業績⾒通し

14※ EBITDA⮵䣕ַ⯥٬爑䌕٬⯥׀⨑ⷋ⯥⮵沟爑ꄋ璡鐧丝⯥䎎僿硾⮵沟䶹䣕⮵䕛峎❫⨑ⷋ鞝⨑ⷋ鞝׿ס؆⨑ⷋ鞝㍾㲊鞲榤ꢜⷋ䮇峎䮇䮇㜊⯥峚ꄋ鍐❫䮇

市場環境としては先⾏きの不透明感はありつつも、緩やかな回復傾向が続く⾒込み。
⼀⽅でPF各社におけるcookie規制強化による広告単価の下落等の影響も踏まえ、保守的な業績予想に。
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販売管理費 増減要因

1,778

-642

-220

-297

-294

347

323
122

92

391 1,600

2023年実績
販売管理費

早期希望退職
に伴う⼈件費
の減少

福利厚⽣費
⾒直し

外注費
⾒直し

のれんの減損
による償却費
の減少

広告費 ⼈件費 採⽤費 ⽀払家賃 その他 2024年予想
販売管理費

2023年度に取り組んだ固定費を中⼼とした販売管理費の削減施策により11.6億円のコストを削減、
2024年度は成⻑に向けた投資として7.9億円積み増し、販売管理費は200億円に

単位：百万円

減少 増加 合計

減少要因（ -1,453） 増加要因（+1,275）

成⻑に向けて
7.9億円の投資

11.6億円の
コスト削減

15

20,178

20,000+

+
+

+

+
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株主還元

16

8 8 

25 27 27 27 

10 10
15 15

8

25

26 27
27 27

10

15

20

10

15 15 16

48
51

54 54 54

4.6%

1.9%

2.6%
2.2%

2.5%

5.1% 5.0% 5.0%
5.4%

5.8%

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年予想

連結配当性向 25% DOE 5%を⽬安に

単位：円
記念配当期末配当中間配当 DOE

2021年2⽉より、資本効率性を⾼めることも重視し株主還元⽅針を変更
配当はDOE5%を⽬安とし、プライム市場の基準（流通⽐率等）を満たす
範囲内で、機動的な⾃⼰株式取得を⾏う

1株当たり配当⾦推移
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経営体制

⽯渡万希⼦
独⽴社外取締役

齋藤太郎
独⽴社外取締役

永岡英則
取締役

執⾏役員CFO

新澤明男
取締役

副社⻑執⾏役員

宇佐美 進典
代表取締役

社⻑執⾏役員

渡辺 尚
独⽴社外取締役

北原 整
⾮常勤取締役

野⼝ 誉成
独⽴社外監査役

茂⽥井 純⼀
独⽴社外監査役 

波多野 ⽇出夫
監査役  

常勤取締役3名 ⾮常勤取締役4名

取締役7名 監査役3名

執⾏役員12名

宇佐美進典
社⻑執⾏役員

新澤明男
副社⻑執⾏役員

永岡英則
執⾏役員CFO

⽬⿊ 拓
上級執⾏役員

⻄園 正志
上級執⾏役員

古⾕ 和幸
上級執⾏役員

岸岡 勝正
執⾏役員

望⽉ 貴晃
執⾏役員

鈴⽊ 健太
執⾏役員CTO

⼩椋 祐⼆
執⾏役員

岩崎 理
執⾏役員

梶原 理加
執⾏役員
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ビジネスモデルの概要

19

ク
ラ
イ
ア
ン
ト

⽣
活
者

デジタルマーケティング事業

l 広告会社のデジタルマーケティ
ング⽀援

l クライアントのデジタルマーケ
ティング⽀援

l メディアのDX⽀援

インターネット関連サービス事業

l メディアコンテンツ
l EC
l HRなど

広
告
会
社

メ
デ
0
ア
・

プ
ラ
3
ト
フ
5
ー
ム

電通 TV局

広告提案

広告枠販売

サービス提供

広告枠仕⼊れ

サービス提供
/ コンサル

サービス提供

広告提案 / サービス提供 / コンサル

サービス提供

広告枠仕⼊れ

広告枠仕⼊れ 広告枠仕⼊れ サービス提供

商品販売/サービス提供



DIGITAL MARKETING
デジタルマーケティング事業
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デジタルマーケティング事業の概要

21

連携

ク
ラ
イ
ア
ン
ト

⽣
活
者

デジタルマーケティング事業

インターネット関連サービス事業

広
告
会
社

メ
デ
0
ア
・

プ
ラ
3
ト
フ
5
ー
ム

広告提案

広告枠販売

サービス提供

広告枠仕⼊れ

サービス提供
/ コンサル

サービス提供

広告提案 / サービス提供 / コンサル
広告枠
仕⼊れ

広告枠
仕⼊れ

サービス
提供

TV

局
電
通

広告会社向け

l プランニング/バイイング/
レポート

l 広告会社向けソリュー
ション

l トレーディングデスク等

メディア向け

l デジタルマーケティング
全般

l 広告領域やリテール領域
のDX⽀援

l データコンサル
l インフルエンサーマーケ
ティング等

クライアント向け

l SSP（広告収益最⼤化プ
ラットフォーム）

l メディア向けソリュー
ション

l 広告枠の販売
l データコンサル等

クライアント、広告会社、メディアにとってのデジタルマーケティン
グ/DXパートナーとしてデジタルマーケティングの進化を推進
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1,278 

670 645 

1,134 

1,645 

1,278 

752 

1,957 

1,708 

457 
580 622 654 

-400 

156 

956 

1-
3僖

4-
6僖

7-
9僖

10
-1

2僖

1-
3僖

4-
6僖

7-
9僖

10
-1

2僖

1-
3僖

4-
6僖

7-
9僖

10
-1

2僖

1-
3僖

4-
6僖

7-
9僖

10
-1

2僖

2020䇗 2021䇗 2022䇗 2023䇗

4,230 

3,683 3,602 

4,484 
4,849 

4,490 
4,241 

5,575 
5,401 

4,407 4,532 4,537 4,685 

3,769 3,876 

4,630 

1-
3僖

4-
6僖

7-
9僖

10
-1

2僖

1-
3僖

4-
6僖

7-
9僖

10
-1

2僖

1-
3僖

4-
6僖

7-
9僖

10
-1

2僖

1-
3僖

4-
6僖

7-
9僖

10
-1

2僖

2020䇗 2021䇗 2022䇗 2023䇗

デジタルマーケティング事業 セグメント業績

22

セグメント売上⾼ 46.3億円 YonY +2.1%

単位：百万円

セグメント営業利益 9.5億円

単位：百万円

※ セグメント営業利益は、のれん等調整項⽬があるため、合計が全社営業利益とは⼀致しません
※ 2023年1Qのセグメント変更に伴い、過去に遡及して修正

売上⾼は前年⽐2%増の46.3億円、営業利益は53%増の9.5億円に

YonY +53.7%
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2023年度におけるデジタルマーケティング事業の業績悪化の要因と対策

①市況の変化

②構造的な課題

③⼀時的な要因

l インフレによる広告市況の悪化

l 予約型広告の急激な落ち込み

l メディア/プラットフォーマー
からのインセンティブが⼤きく
マイナスに

l クライアントに対しての総合的
な提案⼒と営業規模の不⾜

l ⼤型案件において逆ザヤとなる
取引が発⽣

業績悪化の要因 対策

固定費を中⼼とした販管費を10億円削減
※全事業横断での削減

インセンティブに依存しない事業モデルへの転換

• 直販営業している⼦会社4社（ATRAC・ PORTO
・CARTA AGE・Zucks）をCARTA MARKETING 
FIRMに統合し、営業⼒・提案⼒の強化を図る

• CCIにおいては電通などの広告会社と連携強化を
図り、広告会社とより⼀体的な営業活動を推進

営業⼒・提案⼒の強化

23
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商材別取扱⾼・業種別取扱⾼

24

商材別取扱⾼ 業種別取扱⾼

14,814 14,861 15,032 
18,399 18,279 

15,390 16,250 
18,461 18,346 18,875 18,411 

21,958 

16,260 

10,789 11,834 

13,455 12,190 

8,684 
9,666 

11,223 9,960 8,512 8,100 

10,331 

854

434

-329 -477 -61 -688 -593 -1,248 -1,557 -2,413 -2,353 -2,238

31,928 

26,084 26,537 

31,377 
30,408 

23,386 
25,323 

28,436 
26,749 

24,974 
24,158 

30,051 

1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖

2021䇗 2022䇗 2023䇗

飲料・嗜好品, 15.0%

化粧品・トイレタリー, 
12.7%

情報・通信, 9.7%

⾦融・保険, 8.4%

⾃動⾞・関連品, 5.7%

⾷品, 5.6%

外⾷・各種サービス, 
5.6%

薬品・医療⽤品, 5.3%

ファッション・アクセ
サリー, 5.1%

教育・医療サービス・
宗教, 4.1%

官公庁・団体, 3.7%

その他, 19.2%

予約型 運⽤型 その他/セグメント相殺

単位：百万円
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2,427 2,855 1,914 2,116 2,277 2,109 2,926 2,713 3,662 3,754 4,244 4,456 5,031 5,803 5,627 6,890

28,005 

20,130 21,690 

28,062 29,341 

24,026 23,366 

28,334 26,676 

19,592 
20,912 

23,828 21,754 19,282 18,426 

22,583 

-102 -74

290

176
311

-49

245

331 71

40
167

152

-36
-111

105

578
30,330

22,911 23,894

30,354
31,929

26,086 26,537

31,378
30,409

23,386
25,323

28,436
26,749

24,974 24,158

30,051

8.0%
12.5%

8.0% 7.0% 7.1% 8.1%
11.0%

8.6%
12.0%

16.1% 16.8% 15.7%
18.8%

23.2% 23.3% 22.9%

1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖

2020䇗 2021䇗 2022䇗 2023䇗

取扱⾼に対する直販⽐率

25

第4四半期 直販取扱⾼

68.9億円

22.9%

直販取扱⾼ 代理店取扱⾼ その他／セグメント相殺 直販⽐率（%)

直販⽐率は23%まで向上し、直販取扱⾼は前年⽐54％増の68.9億円に

単位：百万円

YonY +54.6％

YonY +7.2pt

第4四半期 直販⽐率
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サードパーティークッキー廃⽌（Cookieレス）への対応状況

26

①ターゲティング
広告の変化

②ユーザー測定の
変化

③データの統合の
重要性

l クッキーの利⽤範囲制限

l 個別ユーザーの追跡（リターゲ
ティング等）困難化

l 広告パフォーマンス分析の制約

l クロスデバイストラッキングの
制約

l ファーストパーティーデータの
重要性増加

l データークリーンルームの構築

ネット広告への影響 CARTAとしての対応状況

l 共通IDへの積極的な参加（ID5等）

l プラットフォーマーのクリーンルーム
の活⽤することによる広告主データの
詳細分析

l 独⾃のクリーンルームデータのエクス
チェンジサービスの提供

ファーストパーティーデータの活⽤強化

l コンテンツターゲティング広告

l 媒体独⾃ID⽣成ターゲティング広告の
共同開発

l chromeのPrivacy SandboxをAPI活⽤し
たプロダクト開発の実証実験

脱cookieプロダクト開発の強化
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デジタルマーケティング事業 トピックス

27

D-Marketing Academy、ライトアップの
「助成⾦サポートパッケージ」の提供を開始
〜助成⾦申請の負荷を抑え、企業の育成コス
トを⼤幅に低減〜

2023.10.10

CCI、Meta が主催する「Meta Agency 
Award」にて「Best Growth Partner Award 
Bronze」を受賞

2023.11.01

CCI、「Data Dig」においてGoogle提供の
「Ads Data Hub」を活⽤し、YouTube広告
で新たな評価指標を⽤いた検証サービスの提
供を開始

2023.11.15

CCI、役員⼈事および業務執⾏体制に関する
お知らせ

2023.12.04

Zucks Chinaの代表変更、広州⽀社拠点の営
業開始のお知らせ

2023.12.22

デジクル、LINEのパッケージ認定

2023.12.26

Zucks China
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デジタルマーケティング事業 新領域への取り組み

28

テレビCMのDX

CTV（コネクテッドTV）

デジタルサイネージ

広告領域のDX⽀援 リテール領域のDX⽀援

販促データ基盤構築

リテールメディア化

店舗内ソリューションのデジタル化
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13 
115 

261 
167 

929 
859 

1,534 

1,792 

1,600 

1,403 

1,891 1,935 

1,615 

2,454 

7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖

2020䇗 2021䇗 2022䇗 2023䇗

テレシー グロス売上⾼推移

29

グロス売上⾼

単位：百万円

24.5億円

通期 グロス売上⾼

78.9億円

+7
4.9

%

YonY +24.7%

YonY +74.9%

第4四半期 グロス売上⾼
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デジタルマーケティング事業 新領域への取り組み

30

テレビCMのDX

CTV（コネクテッドTV）

デジタルサイネージ

広告領域のDX⽀援 リテール領域のDX⽀援

販促データ基盤構築

リテールメディア化

店舗内ソリューションのデジタル化
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リテールDXのサービス実績

31

⼩売キャンペーンプラットフォーム・デジタル会員証・商品予約
サービスなどLINEミニアプリ、ネイティブアプリ問わず開発提供
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リテールDXのクライアント実績（五⼗⾳順）

32

など、その他多数

⼩売業を中⼼にサービスを提供。アプリ開発からデータを活⽤した
運⽤まで継続⽀援
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100

143

184
207

277

427
401

373

1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖 1-3僖 4-6僖 7-9僖 10-12僖

2022䇗 2023䇗

リテール領域 グロス売上⾼（指数）

33

グロス売上⾼（指数） ※2022年1-3⽉時点の売上⾼を100とする

YonY +80.3%

第4四半期 グロス売上⾼（指数）

373

※ 2023年11⽉13⽇に発表しました「2023年12⽉期第3四半期決算説明資料」について、リテール領域グロス売上⾼（指数）の
2023年7-9⽉の集計⽅法に誤りがございましたので、訂正しております。



INTERNET RELATED SERVICE
インターネット関連サービス事業
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インターネット関連サービス事業概要

35

インターネット関連サービス事業送客

メディア/ソリューション

EC/⼈材

連携

デジタルマーケティング事業

広告会社

広告主

顧客企業

メーカー

ECサイト

店舗

ソリューション提供
/ 送客

ソリューション提供

情報提供
/ サービス提供

/ 商品販売 消費者

ユーザー

デジタルマーケティング事業と連携しながら、財務規律とセットで
成⻑を⽬指し、不採算事業の撤退を推進し収益構造の改善を図る
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8

3
1,720 
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1,595 

1,683 
1,636 1,658 
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2020䇗 2021䇗 2022䇗 2023䇗

138 213 104 282 192 145 19 195 -16 -73 -152 -112 129 163 43 228

176

236
211

151
158

275

343

182
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500
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299
266
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2020䇗 2021䇗 2022䇗 2023䇗

インターネット関連サービス事業 セグメント業績

36

セグメント売上⾼ 18.5億円

単位：百万円

セグメント営業利益 2.2億円

単位：百万円

※ セグメント営業利益は、のれん等調整項⽬があるため、合計が全社営業利益とは⼀致しません

営業利益

広告宣伝費

撤退済事業を除く売上⾼は前年同四半期⽐で6％増、営業利益は2.2億円（前年⽐+3.3億円）に

YonY -4.9% YonY +3.4億円

売上⾼（撤退済み事業除く）
売上⾼（撤退済み事業）
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250
394 374 355 282

429 499 477 448

748
643 673 589

833
634 670

1467
1284

1203 1327 1513
1363 1225 1342 1358

1248
1284 1293

1339

1150

1213

1414

107 135
134

259 59 57
55

190
26

31
35

203

30 8

3

-104 -319 -116 -258 -218 -191 -176 -224 -249 -217 -210 -216 -203 -128 -143 -226

1,720 1,494
1,595

1,683
1,636 1,658

1,603

1,785

1,583

1,810
1,752

1,953

1,755 1,863

1,707

1,858

1-3⽉ 4-6⽉ 7-9⽉ 10-12⽉ 1-3⽉ 4-6⽉ 7-9⽉ 10-12⽉ 1-3⽉ 4-6⽉ 7-9⽉ 10-12⽉ 1-3⽉ 4-6⽉ 7-9⽉ 10-12⽉

2020年 2021年 2022年 2023年

インターネット関連サービス事業 売上⾼内訳

37

メディア/ソリューション

メディア/ソリューション

単位：百万円

14.1億円

EC/⼈材 その他/セグメント相殺

6.7億円

YonY +9.3%

EC / ⼈材

YonY -0.5%

撤退済み事業



C
A

R
TA

 イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
関

連
サ

ー
ビ

ス
事

業

トピックス
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サポーターズ『技育プロジェクト』、⽇本の
⼈事部「ＨＲアワード2023」⼈材開発・育成
部⾨優秀賞を受賞

2023.10.06

サポーターズ、「2025年卒 エンジニア学⽣対
象 就職希望企業ランキング」を公開

2023.11.02

デジコ、「貯蓄と消費」に関する意識調査を
実施

2023.10.12

ポイントサイト「ECナビ」のスマイルプロジェ
クト、5つのチャリティ団体へ総額500万円を寄
付 〜⼦どもたちへの教育⽀援や、突発的な災害
⽀援を通じて⽇本を笑顔に〜

2023.12.13
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D&Iに関するこれまでの主な取り組み

⼥性活躍推進企業認定
「えるぼし認定（３つ星）」 D&I社内意識調査の実施

⼥性活躍推進
• ⼥性エンパワメントプログラム

「MAST」実施
• オンライン婦⼈科受診と低⽤量ピル服

薬⽀援制度の福利厚⽣導⼊

両⽴⽀援

• ベビーシッター割引制度
• 健康・育児セミナー

LGBTQ＋に関する活動の推進
• パートナーシップ制度の導⼊
• 相談窓⼝開設（社内・社外）
• ⾯接官向けトレーニング

障がい者雇⽤・活躍の促進

• 外部相談窓⼝開設
• 定着⽀援、職場サポート

持続的な事業成⻑と社会的価値創出のために、

サステナビリティ委員会を新設

多様な社員⼀⼈ひとりが個の成⻑を最⼤限発揮し、
持続的な事業成⻑を実現するために

D&I推進室およびD&I推進委員会
を新設

⼥性活躍推進法による

⼥性の活躍に関する情報公開
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ESGの取り組み - 環境・社会 -

41

⼥性活躍推進
厚⽣労働省が定める⼥性活躍推進企業認定
「えるぼし認定」の最⾼位である3つ星(3段
階⽬)をCARTAが取得。

LGBTQ+への取り組み
CARTA HOLDINGSは、LGBTQ+への取り組み
を評価する「PRIDE指標2023」にて最⾼ランク
の「ゴールド」を受賞しました。

学⽣向けエンジニアキャリア育成
プログラム「技育プロジェクト」
サポーターズが取り組む『技育プロジェクト』が、
2023年10⽉、⽇本の⼈事部「HRアワード2023」
⼈材開発・育成部⾨優秀賞受賞。

地⽅創⽣SDGsへの参画
官⺠連携を図りながら、地域の活性化につな
がる活動を積極的にサポートしていくことで、
持続可能な社会の実現に貢献します。

⾃然環境保全活動
2008年に⼭梨県甲州市に「勝沼ECナビ森」
を創設。100ヘクタールに及ぶ森の整備活動
を⾏っています。

環境マネジメント
環境マネジメントとして、環境保全の国際規格
である「ISO14001：2015」の認証を取得し、
運⽤しております。
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ESGの取り組み - ガバナンス -

42

コーポレート・ガバナンスは継続的に事業拡⼤する上での重要課題と位置付けております。法令、社会
規範、倫理などのルールに基づいた企業活動に取り組みながら、取締役会の実効性の向上を⽬指し、3名
の独⽴社外取締役を選任しております。また、2021年には、取締役の指名及び報酬等に関する⼿続きの
公正性、透明性、客観性を⽬的として過半数以上を独⽴社外取締役で構成する指名報酬諮問委員会を設
置しております。引き続き、取締役会の監督機能および透明性・公正性の強化に努めています。

グループ全体の持続的な成⻑を実現するため内部統制システムの整備を推進し、運⽤・モニタリング体
制を構築しています。変化の速い事業環境に柔軟に対応し、⾼い業務品質の維持と向上に取り組んでい
ます。

情報セキュリティにおける適切なリスク対応や事業継続性の向上、業務効率の改善に向けて、情報セ
キュリティマネジメントシステムISO27001の認証を取得し、運⽤しております。

コーポレート
ガバナンス

内部統制
システム

情報セキュリティ
マネジメント
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新中期経営⽅針で⽬指す⽅向性

44

オフィス統合

経営統合

新⼈事制度導⼊

成⻑軌道へ構造改⾰グループ再編

予算制度・管理会計導⼊／モニタリング

コーポレート機能／プロセス統合

2020年 2021年 2022年 2023年 202X年2019年

売上総利益（デジタルマーケティング事業）

売上総利益（インターネット関連サービス事業）

… … … … … … 

新規事業への投資

営業利益（当初計画）

オフィス移転/
構造改⾰

オフィス統合にて経営統合最終フェーズ。デジタルマーケティング事業の構造
改⾰・不採算事業の撤退等を推進し収益構造の改善を図り、業績のV字回復、
その後の成⻑軌道に向けて取り組んでいく

※2023年8⽉10⽇開⽰の通期業績予想の修正に伴い、営業利益グラフを追加

営業利益（修正後）
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新中期経営⽅針の全体像について
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サステナビリティ経営とは

46

環境 社会 経済

⼈の想いで、⼈と未来の可能性を、拓いていく。

社会的価値の
創出

経済的価値の
創出

SDGsは環境・社会・経済、これらを17の課題
やゴールとして明確にした国際⽬標のこと

社会的価値と経済的価値の創出を両⽴しながら
パーパスの実現につなげることがCARTAの使命

さまざまな環境・社会・経済問題への配慮や課題を解決することで、
事業の持続可能性（サステナビリティ）を図る経営のこと
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CARTAのマテリアリティ（重要課題）
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社会・環境

l デジタルトランスフォーメーション
の推進による社会や産業の発展

l デジタル広告業界の健全な発展

l 気候変動の緩和と適応

⼈的資本

l ダイバーシティ&インクルージョン

l ⼈的資本の維持・強化
l ⼈権の尊重

コーポレート・ガバナンス

l コーポレート・ガバナンスの⾼度化と
実効性の確保

l コンプライアンス・腐敗防⽌への対応

l リスクマネジメントの徹底



C
A

R
TA

 H
O

LD
IN

G
S Inc.

経営の進化

48

l People Analytics

l 個々の志向性に即した成⻑環境の整備
l 内発的動機の持てる、関係密度の濃い
組織づくり

l 組織・⼈事における「原理原則」を
アップデートし、CARTAとしての⽬指
すあり姿とともに社内への浸透を図る

l 採⽤ブランドの強化
l 魅⼒/働きがいのある「仕事」や「職
場」作り

l バックオフィス業務をゼロベースで⾒
直し、業務のデジタル化

l DXについては積極的に投資、全社視点
での業務効率化を図る

l データドリブンな経営管理の推進
l 業務の最適化と内製/外製の切り分け

l 事業ポートフォリオの最適

⼈的資本の整備と拡張 資本効率の向上 経営基盤の強化

データドリブンな意思決定の促進

成⻑環境・組織づくりの進化

採⽤⼒の強化

モニタリング指標の
精査/シンプル化/可視化

データ共有の即時性/予測性の向上

バランスシートの最適化

バックオフィス部⾨のBP化推進

バックオフィス業務の効率化

事業を超えた施策/意思決定の促進
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広告業界について
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広
告
主

消
費
者

広
告
代
理
店

提案 広告プラットフォーム

メディアレップ

広告制作会社

セールスプロモーション会社

イベント会社

マス4媒体
テレビ・ラジオ・新聞・雑誌

交通広告 チラシ

屋外広告（OOH）

ダイレクトメール（DM）

インターネット
Webサイト・SNS・アプリ

依頼 広告出稿

広告枠の
購⼊ 広告出稿

広告

広告

依頼

提案

イベント実施・広告

委託

この20年で新しくインターネットメディアが急速に⽴ち上がり、そ
の周辺においてテクノロジーを起点とした新しい市場が急成⻑
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広告費全体推移
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インターネット広告プロモーション
メディア広告

SP広告 地上波テレビ

新聞

ラジオ

雑誌 衛星メディア

2022年の⽇本の広告費は7兆1,021億円、インターネット広告費は
3兆912億円、総広告費の43.5%に

出典：株式会社電通「2022年 ⽇本の広告費」
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インターネット広告媒体費総額 推移
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6,189 6,629 7,203 

8,245 
9,194 

10,378 

12,206 

14,480 
16,630 17,567 

21,571 

24,801 

1.8%
7.1%

8.7%

14.5% 11.5% 12.9%

17.6%
18.6%

14.8%

5.6%

22.8%

15.0%

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

単位：億円

インターネット広告媒体費
成⻑率

インターネット広告市場は順調に拡⼤し、2022年のインターネット
広告媒体費は前年⽐15.0%増の2兆4,801億円に

出典：株式会社電通「2021年 ⽇本の広告費」
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ネット広告媒体費の種類別市場規模推移
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6,226 7,383
9,400

11,518
13,267 14,558

18,382
21,180

1,596
1,538

1,759

1,971

2,314
2,024

2,249

2,647

1,372
1,457

1,049

990

1,049
985

940

965

9,194
10,378

12,207

14,480

16,630
17,567

21,571

24,801

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

単位：億円

運⽤型広告

特に成⻑しているのが「運⽤型広告」で、2022年には約2.1兆円強と
ネット広告市場の約85%に

出典：株式会社D2C / 株式会社CARTA COMMUNICATIONS / 株式会社電通 / 株式会社電通デジタル「2022年 ⽇本の広告費 インターネット広告媒体費詳細分析」

予約型広告

成果報酬型運⽤広告



CARTA H
OLDIN

GS Inc.

CONTENTS 54

01 2023年12⽉期
通期連結決算の概要

02 通期業績⾒通しと株主還元

03

02

12

18事業の概況

APPENDIX

中期経営計画（再掲） 43

会社概要 54

各種⽅針 60

インターネット広告市場動向 49

サステナビリティの取り組み 39



C
A

R
TA

 H
O

LD
IN

G
S Inc.

会社概要
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既存株主
約47%

株式会社電通
約53%

2019年に経営統合

会社名 株式会社CARTA HOLDINGS

代表者 代表取締役 社⻑執⾏役員 宇佐美進典

所在地 東京都港区⻁ノ⾨2-6-1
⻁ノ⾨ヒルズ ステーションタワー36F

事業内容 デジタルマーケティング事業・インターネット関
連サービス事業

資本⾦ 1,517百万円

主な株主 株式会社電通グループ

設⽴ 2019年

2019年1⽉にVOYAGE GROUPとCCIが経営統合することで設⽴、
同時に電通の連結⼦会社化となり資本業務提携契約を締結
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数字で⾒るCARTA HOLDINGS
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ネット広告取扱⾼※2

1,205億円
⽇本のインターネット広告費※3の3.9%のシェア

売上総利益※2

214億円
営業利益※2

13.0億円
売上総利益CAGR

2.8%
※2019年から5年間の平均成⻑率

設⽴ 従業員数※1

1999年 1,563⼈

拠点数※1 連結⼦会社数※1

5拠点 22社
※1 2023年12⽉末時点の数字
※2 2023年度の数字。
※3 出典：株式会社電通「2022年 ⽇本の広告費」
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VOYAGE GROUPとCCIの沿⾰
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メディア事業から始まり、アドテクノロジー事業を主⼒とし
ながら新規事業も積極的に展開

'00 '02 '04 '06 '08 '10 '12 '14 '16 '18

サイバーエージェントの
連結⼦会社化

東証マザーズ上場

東証⼀部上場

価格⽐較サイト「ECナビ」
をオープン

アドテクノロジー市場
に本格参⼊

HR領域へ参⼊

ブランディング広告領域におけるメディアレップとして、
ネット広告市場の成⻑とともに⼤きく成⻑

'97 '99 '01 '03 '05 '07 '09 '11 '13 '15 '16 '18

電通とソフトバンクの
共同事業として設⽴

⼤阪証券取引所
ヘラクレス市場上場

電通100%⼦会社化

アドネットワーク事業
を開始

動画広告事業開始

OOH事業参⼊

スマホ向け広告事業開始
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CARTAの競争優位性

オフライン領域に事業領域を拡⼤

インターネット関連サービスを拡⼤

⼤企業とのDX連携

2019年

2020年

2021年

事業領域拡⼤や事業連携を促進
デジタルマーケティング⼈材&ノウハウ

経営統合後、連結⼦会社を10社設⽴
事業開発⼒

デジタルマーケティング⼈材とノウハウ、そして事業開発⼒が
競争優位性の源泉

2022年

58

2023年
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主なグループ会社⼀覧

59

デジタルマーケティング事業 インターネット関連サービス事業

Zucks China
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資本分配に関する基本⽅針

61

成⻑投資

オーガニック成⻑投資

インオーガニック成⻑投資

⾃⼰株式取得

流通株式35%
を下回らない範囲で
機動的に実施

配当政策

資本効率性・財務健全性に
留意しつつ、

DOE5%
を⽬安に

企業価値
向上

NPV・ROIC・IRRに
⼀定のスプレッドを設けて価値創造を担保

M&A
資本業務提携（合弁会社設⽴・持分法適⽤）

成⻑投資・株主還元の両⽴を図り、企業価値最⼤化を追求。余剰資
⾦および創出されたキャッシュは、成⻑投資を最優先していく
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事業ポートフォリオ運営に関する基本⽅針

62

投資/設⽴

①NPV ≧ 0 （標準資本コストを適⽤）

撤退 モニタリング&
業績評価

②ROIC ≧ 9%

③IRR9%以上 （ベンチャー投資時は30%以上）

①事業計画とKPIのタイムリーなモニタリング

②〔収益規模〕売上成⻑率・営業利益・EVA

③〔効率性〕ROIC > WACC

①3期連続⾚字

②投資時点の計画⽐で⼤幅下⽅乖離

③EVA〔NOPAT-(投下資本×資本コスト)〕の
3期累計⾚字

投
資
基
準

モ
ニ
タ
リ
ン
グ&

業
績
評
価

撤
退
基
準

事業創出/成⻑と資本⽣産性を両⽴させるポートフォリオマネジメ
ントにより、継続的な企業価値拡⼤を実現する

下記の基準抵触で、事業継続の可否を審議
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M&Aに関する基本⽅針

63

l M&Aを重要な成⻑戦略の⼀つとして位置
づけ、積極的に推進

l 収益性・成⻑性だけでなく、資本
コストの観点も重視

l NPVやROICを⽤いて資本コスト
を上回る収益が⾒込めるか算定し、
⾃社基準を超過することを条件に
投資を実⾏

l 買収完了後も、ROICとWACCとの⽐較
及びシナジー効果を確認し、企業価値へ
の貢献度を定期的にモニタリング

基本⽅針

STEP1 ソーシング

l 中⻑期的な事業成⻑シナリオに即した事業ドメインに限定

l 資本コストを踏まえた投資基準への適合条件の確認
l のれん・インセンティブを意識したM&Aスキームの選定

l 事業責任者（担当役員）による事業計画の妥当性検証
l 財務部⾨による買収価格の適正⽔準（投資上限額）の算出

l DDでの検出事項を網羅的に加味
l ダウンサイドリスクの回避を意識した条件交渉

l クロスセル等のグループ間連携の強化・想定シナジーの実現
l WACCを上回るROICの実現と維持

STEP2 初期的投資判断

STEP3 デュー・デリジェンス

STEP4 契約交渉・締結

STEP5 PMI

M
&

A
 の

プ
ロ
セ

ス
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負債

純資産

流動資産

固定資産

有利⼦負債

⾃⼰資本

現預⾦

余剰資⾦

負債

有利⼦負債
• 成⻑投資資⾦は保有資⾦で賄え

る状態にあるため、不要な借⼊
はしない

• ⼤型M&A等、資本調達が必要な
場合には、借⼊を利⽤

純資産

⾃⼰資本（※2）
• 積極的な成⻑投資・株主還元に

よる資本効率化を意識
• DOE5%⽬安
• 流通株式35%を下回らない範囲
で⾃⼰株式取得

流動資産

現⾦及び現⾦同等物
• 運転資本3ヶ⽉分＋PeX事業の預

り⾦が⽬安

固定資産

政策保有株式
• 資本コストに⾒合わない株式は
原則保有しない

余剰資⾦
• 余剰資⾦（※1）は成⻑投資、株

主還元に積極的に配分

（2023年12⽉末時点）
※1：余剰資⾦＝135億（現預⾦）- 56億（運転資本
3ヶ⽉分）-19億（PeX預り⾦保全分）＝60億
※2：現在の⾃⼰資本＝235億

ROE≧ROIC>WACCの構造を構築。資本効率を意識した資本配分に
より、バランスシートの効率性向上を⽬指す
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8 8 

25 27 27 27 
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48
51

54 54 54

4.6%

1.9%

2.6%
2.2%

2.5%

5.1% 5.0% 5.0%
5.4%

5.8%

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年予想

連結配当性向 25% DOE 5%を⽬安に

単位：円
記念配当期末配当中間配当 DOE

2021年2⽉より、資本効率性を⾼めることも重視し株主還元⽅針を変更
配当はDOE5%を⽬安とし、プライム市場の基準（流通⽐率等）を満たす
範囲内で、機動的な⾃⼰株式取得を⾏う

1株当たり配当⾦推移
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